
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　外層から順に、耐熱性樹脂延伸フィルム層、アルミニウム箔層および熱可塑性樹脂未延
伸フィルム層を必須とする電子部品ケース用包材において、アルミニウム箔層と未延伸フ
ィルム層の間に

アクリル系ポリマー層を設けてなる電子部品ケ
ース用包材。
【請求項２】
　アクリル系ポリマー層のポリマーが、アクリルポリオールをイソシアネート架橋したポ
リマーである の電子部品ケース用包材。
【請求項３】
　アルミニウム箔層として、純アルミニウム系またはアルミニウム－鉄系合金の厚さ７～
１００μｍのＯ材を用いた に記載の電子部品ケース用包材。
【請求項４】
　耐熱性樹脂延伸フィルム層として、厚さ９～５０μｍのポリアミドまたはポリエステル
の延伸フィルムを用いた のいずれか１項に記載の電子部品ケース用包材。
【請求項５】
　耐熱性樹脂延伸フィルムは、４方向（０°，４５°，９０°，１３５°）の引張強度が
１５０Ｎ／ｍｍ２ 　以上、引張伸びが８０％以上である に記載の電子部品ケース
用包材。
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請求項１に記載

請求項１または２

請求項１～３

請求項４



【請求項６】
　熱可塑性樹脂未延伸フィルム層として、ポリエチレン、ポリプロピレンもしくはオレフ
ィン系共重合体またはそれらの酸変性物あるいはアイオノマーから選ばれる少なくとも一
種の熱可塑性樹脂未延伸フィルムを用いた のいずれか１項に記載の電子部品
ケース用包材。
【請求項７】
　電子部品ケースが電池ケースまたはキャパシタケースである のいずれ
か１項に記載の電子部品ケース用包材。
【請求項８】
　 のいずれか１項に記載の電子部品ケース用包材を、深絞り成形または
張り出し成形により成形したケースを用いてなるリチウム電池。
【請求項９】
　 のいずれか１項に記載の電子部品ケース用包材を、深絞り成形または
張り出し成形により成形したケースを用いてなるキャパシタ。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は電子部品のためのケース、特に軽量、小型の高エネルギー密度を有するリチウム
イオン電池、ポリマー電池のような高性能二次蓄電池のケースに使用可能な耐水蒸気透過
性、耐電解液透過性、成形性、ヒートシール性などに優れた電子部品ケース用包材及びそ
れを用いて成形された電池に関する。
【０００２】
【従来の技術】
近年、音声機器、映像機器などの電子機器は、小型化、軽量化、薄型化が進み、とりわけ
ＯＡ分野においては、パソコンのようにデスクトップ型からノートブック型、手帳タイプ
へ、更にメモリーもメモリーカードの開発もあり、またこれらも携帯電話との接続化など
目まぐるしい展開が行われつつある。
このような電子機器の小型化、軽量化にともない、これらの電子機器用の二次蓄電池、キ
ャパシタなどもまた高性能化、軽量化、移動性能の向上が要求されている。このような要
望にこたえるために、二次蓄電池においても従来の鉛蓄電池からニッケル－カドミウム電
池へ、さらには高エネルギー密度を有するリチウム電池へと変わり、現在はリチウムイオ
ン二次電池、ニッケル－水素二次電池などがその主流になり、その開発が急速に行われて
いる。さらにハイブリッド車の電源にも使えるとされる高体積エネルギー密度、大電流充
放電や充放電サイクルに強い電気二重層コンデンサなども実用化されつつある。
【０００３】
二次畜電池は、放電・充電を行うことが必要であり、このような充・放電を繰り返しなが
ら使用することになる。この場合充電時に、水分などの混入により使用する電解液、有機
溶媒などが加水分解を起こしたり、あるいは酸素や水分が外気から侵入して正極活物質、
負極活物質、導電性高分子などを変質、分解するなどの問題があるので、電子部品ケース
そのものの密閉性は極めて高く維持することが要求されている。また非水系電解液を使用
する電気二重層コンデンサなどの電子部品においても同様な要求がある。
このような軽量性、密閉性の要求に応えるため、電子部品ケース用包材に熱可塑性樹脂－
アルミニウム箔のラミネート材を使用するものが見受けられる。
例えば、特開昭５９－１７３９４４号公報にはアルミニウム薄膜を樹脂フィルムで被覆す
るかまたはアルミニウム薄膜を挟み込んだ樹脂フィルムを使用した電子部品ケース用包材
の提案があり、特開平８－８３５９６号公報には薄型カード電池用の包材として、ポリエ
チレン／アルミニウム／ポリエチレンのラミネートを使用する提案がある。
【０００４】
また特開平９－２１３２８５号公報には、内部層として少なくとも１層のアルミニウム箔
層を有する多層構造のプラスチックシートを筒状に加工した電子部品ケース用包材の提案
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請求項１ないし６

請求項１ないし６
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がある。
更に特開平１０－１５７００８号公報には、ポリエチレン／アルミニウム箔／ホットメル
ト／延伸ポリエステルなる構成のラミネートフィルムが開示され、該ラミネートフィルム
は熱成形して電池ケースとする提案がなされている。なおここに用いるポリエステルフィ
ルムは熱成形性の良好な、共重合ポリエステルの延伸ポリエステルフィルムを用いること
が好ましいとされている。
【０００５】
しかし特開昭５９－１７３９４４号記載の包材は、実施例によれば厚さ２０ミクロンのア
ルミニウム箔の両面を、厚さ１００ミクロンのポリエチレン層で挟み込んだラミネート材
の端面を熱圧着したもので、シールは包材同士のヒートシールによって接合しているもの
であり、また特開平８－８３５９６号公報記載の包材は、薄型カード電子部品ケース用包
材であって、電池の発電要素の外周部に大きな封止部（電池内部に空気、水分が侵入しな
いように外装材同士をヒートシールしている部分）を必要とするなど、これらの封止部の
占める面積、体積が電池全体に対して大きな割合を占めるため電池の体積エネルギー密度
を上げることに障害となることが避けられない。
【０００６】
また特開平９－２１３２８５号公報記載の包材は、アルミニウムラミネート材を筒状に加
工した後、発電要素を挿入し、その上部及び下部の開口部をヒートシールまたは接着剤に
よりシールする点において、封止部面積をほぼ半分程度に小さくしたため、前記の薄型カ
ード電子部品ケース用包材に比して体積エネルギー密度は大幅に向上はしているがまだ不
十分といわざるを得ない。
更に特開平１０－１５７００８号公報記載の包材は熱成形することを前提に構成されてお
り、内面フィルムにポリエチレンを用いているため高温での接着強度が要求される電池の
高温保存試験（安全性試験）を満足するのは困難であり、熱成形のために成形加工用ポリ
エステルフィルムは共重合ポリエステルフィルムを好ましいとしている。一方、延伸ポリ
エステルフィルムは接着性が劣り、熱成形時においては熱収縮するだけでなく、通常のド
ライラミネート用接着剤では接着力が低下するので、ホットメルト系接着剤を使用するこ
とが必須とされるなどの問題がある。
【０００７】
また従来塩化ビニル樹脂カバーを設けたアルミニウムケースであったのが、熱可塑性ナイ
ロン樹脂ラミネート－アルミニウム材（特開平０８－００１８５７号公報）、熱可塑性ポ
リエステル樹脂塗装アルミニウム材（特開平０９－２７５０４３号公報）を用いるなど、
軽量化、塩化ビニル樹脂不使用化を目的とした材料の開発が進んでいる。
さらに、表面を粗面化したアルミニウムの粗面下面に化成皮膜を設け、さらに該皮膜上に
有機樹脂皮膜を設けたキャパシタケース材の提案（特開２００１－０１１６５８号公報）
もなされている。
【０００８】
電子機器の小型化、薄型化された電子機器ケース内に使用できる体積エネルギー密度の高
い電池とするためには、プリント基板その他の部品などが充填された残りに形成される狭
い空間に合わせ、デッドスペースがなく充填できる電池ケースあるいはキャパシタケース
などの電子部品ケースの形状が要求される。このためには全体的に薄型でシャープな形状
の電池ケースとすることが必要となるため、アルミニウム箔ラミネート材はできるだけ薄
肉で、シャープな形状の成形が可能となる包材が必要となる。
このような観点から見ると、上記従来技術の電池ケース用の材料はポリエチレン（１００
μｍ）／アルミニウム（２０μｍ）／ポリエチレン（１００μｍ）あるいはポリプロピレ
ン（１００μｍ）／アルミニウム（２０μｍ）／ポリプロピレン（１００μｍ）などの構
成であり、これらは成形性の良い材料とは言えずそのままでは使用はできない。
【０００９】
一方包材の強度を高め、その加工性を改善しながら包材の厚さを薄くしてシャープな形状
のケースとするべく、表面から耐熱性樹脂延伸フィルム／アルミニウム箔／ポリオレフィ
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ンもしくは酸変性ポリオレフィンまたはアイオノマー樹脂からなる電子部品ケース用包材
の提案もある。この電子部品ケース用包材は薄くて成形性が良く、上記の問題点を殆ど解
決したものではあったが、ポリオレフィンもしくは酸変性ポリオレフィンまたはアイオノ
マー樹脂がリチウム電池の非水電解液の浸透を確実に防止せずアルミニウム箔が侵される
危険があること並びにポリオレフィン樹脂の場合にはアルミニウム箔との接着性が弱いな
どの問題がありこの改善が必要となっていた。同様な問題は非水電解液を使用するキャパ
シタケースにおいても必要であった。
【０００１０】
【発明が解決しようとする課題】
本発明は、張り出し成形、深絞り成形などの加工性が優れていてシャープな形状の成形が
可能であり、強度的にも優れており、アルミニウム箔と樹脂層との接着性も高く、耐水蒸
気透過性、ヒートシール性に優れ、腐食性の電解液などにも侵されることのない電子部品
ケース用包材及びそれを使用した小型であり、体積エネルギー密度が高い畜電池やキャパ
シタ等のための電子部品ケース用包材およびそれを用いた電池またはキャパシタのための
電池ケースの開発を目的とする。
【００１１】
【課題を解決するための手段】
　本発明者らは、上記の目的を達成すべく鋭意検討した結果、アルミニウム箔層と未延伸
フィルム層の間にアクリル系ポリマー層を設けることで目的を達成し、さらに、特定の構
造を有するヒンダードアミン基、シクロアルキル基およびベンゾトリアゾール基から選ば
れた少なくとも１種の有機基を有するポリマーが著しい効果を奏することを見出し、本発
明を完成するに至った。
　すなわち本発明は、
　　［１］　　外層から順に、耐熱性樹脂延伸フィルム層、アルミニウム箔層および熱可
塑性樹脂未延伸フィルム層を必須とする電子部品ケース用包材において、アルミニウム箔
層と未延伸フィルム層の間に

アクリル系ポリマー層を設けてな
る電子部品ケース用包材、
【００１２】
　　 　アクリル系ポリマー層のポリマーが、アクリル系ポリオールをイソシアネー
ト架橋したポリマーである上記 記載の電子部品ケース用包材、
　　 　アルミニウム箔層として、純アルミニウム系またはアルミニウム－鉄系合金
の厚さ７～１００μｍのＯ材を用いた上記［１］ に記載の電子部品ケース用
包材、
　　 　耐熱性樹脂延伸フィルム層として、厚さ９～５０μｍのポリアミドまたはポ
リエステルの延伸フィルムを用いた のいずれかに記載の電子部品ケー
ス用包材、
【００１３】
　　 　耐熱性樹脂延伸フィルムは、４方向（０°，４５°，９０°，１３５°）の
引張強度が１５０Ｎ／ｍｍ２ 　以上、引張伸びが８０％以上である上記 に記載の電
子部品ケース用包材、
　　 　熱可塑性樹脂未延伸フィルム層として、ポリエチレン、ポリプロピレンもし
くはオレフィン系共重合体またはそれらの酸変性物あるいはアイオノマーから選ばれる少
なくとも一種の熱可塑性樹脂未延伸フィルムを用いた のいずれかに記
載の電子部品ケース用包材、
【００１４】
　　 　電子部品ケースが電池ケースまたはキャパシタケースである

のいずれかに記載の電子部品ケース用包材、
　　 　 のいずれかに記載の電子部品ケース用包材を、深絞
り成形または張り出し成形により成形したケースを用いてなるリチウム電池、および
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［２］
［１］に

［３］
または［２］

［４］
上記［１］～［３］

［５］
［４］

［６］

上記［１］～［５］

［７］ 上記［１］ない
し［６］

［８］ 上記［１］ないし［６］



　　 　 のいずれかに記載の電子部品ケース用包材を、深絞
り成形または張り出し成形により成形したケースを用いてなるキャパシタ、を開発するこ
とにより上記の課題を解決した。
【００１５】
【発明の実施の形態】
本発明の電子部品ケース用包材は、張出し成形または深絞り成形などの冷間（常温）プレ
ス成形法により加工可能な性能を有する包材であり、包材総厚が薄いにもかかわらず強度
が高く、張出し成形または深絞り成形等の成形法（以下これらの成形法を「プレス成形法
」という。）においてもシャープな成形が可能であり、かつアルミニウム箔と樹脂層の接
着が確実であり、さらに耐水蒸気透過性、耐電解液透過性が改善され、成形時にアルミニ
ウム箔のネッキングによる破断の発生が防止されたアルミニウム箔ラミネート材である。
【００１６】
対象となる電池としては、特に腐食性の高い電解液を使用し、かつ水分や酸素の侵入を極
度に嫌うリチウムイオン電池、ポリマー電池あるいはニッケル－水素電池に最も適してい
るが、それ以外の軽量化、小型化を必要とする一次電池、二次電池などにおいても、電子
部品ケースとして軽量で、シャープな形状の成形性が要求される場合には本電子部品ケー
ス用包材を使用することができる。
またキャパシタとしては各種電解コンデンサ、特に最近飛躍的に大容量化され、高体積エ
ネルギー密度、急速充放電を繰り返しても長寿命であり、低公害のエネルギー源として注
目されている電気二重層コンデンサ用の包材として使用することができる。
【００１７】
本発明の電子部品ケース用包材に使用するアルミニウム箔の材質としては加工性があれば
特に制限がないが、プレス成形の容易性から好ましくは純アルミニウム系またはアルミニ
ウム－鉄系合金、たとえばＡＡ－８０２１，ＡＡ－８０７９、厚さとしては加工性の確保
及び酸素や水分のケース内への侵入を防止するバリア性確保のために７～１００μｍ、好
ましくは１５～８０μｍのＯ材（軟質材）を使用する。
７μｍ未満の厚さにおいては、プレス成形時においてアルミニウム箔の破断が起きやすく
なり、また破断しない時でもピンホール等が発生しやすいため酸素や水分の侵入の危険性
が高くなる。一方１００μｍを超える厚さにおいては、成形時の破断の改善効果もまたピ
ンホール発生防止効果も特に改善されるわけでないのでこれ以上に包材総厚を厚くする事
は、ケースの重量を増し、電池としたときの体積エネルギー密度を低下させるだけでしか
ないので、ケースのサイズにもよるが避けることが望ましい。
【００１８】
これらのアルミニウム箔は、耐薬品性を向上させることおよび樹脂フィルムとの接着性を
改善する目的でクロム系、ノンクロム系（たとえばジルコニウム系）の表面処理を行うこ
とが好ましい。
なおこのアルミニウム箔には、樹脂フィルムとのラミネート接着性能を向上させる目的で
、さらにシランカップリング剤、チタンカップリング剤等のアンダーコート、あるいはコ
ロナ放電処理等の前処理を行ってもよい。
【００１９】
電子部品ケース用包材では、成形時のアルミニウム箔のネッキングによる破断を防止し、
薄肉で、シャープな形状の成形を行うため、耐熱性樹脂二軸延伸フィルムをアルミニウム
箔の少なくとも片面にドライラミ接着剤などで直接ラミネートしておくことが必要である
。この場合の耐熱性樹脂としては強度が高く、伸びが大きく、かつ軟質であるポリアミド
（ナイロン）またはポリエステル、ポリイミド、ポリプロピレン等のフィルム、好ましく
は二軸延伸ポリアミドフィルムを使用することである。
このポリアミドフィルムまたはポリエステルフィルムは強度及び伸びが高く、方向性の少
ないものが好ましい。このポリアミドフィルムまたはポリエステルフィルムを外層材とし
てアルミニウム箔に直接ラミネートすることにより成形時のアルミニウム箔のネッキング
を効果的に抑制することができ、深く、シャープな形状の成形体を得ることが可能となる
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。
【００２０】
この場合のフィルムの厚さとしては、９～５０μｍ、好ましくは１２～３０μｍが必要で
ある。９μｍ未満ではシャープな成形を行う時に、延伸フィルムの伸びが不足し、アルミ
ニウム箔にネッキングを生じ、アルミニウム箔破断による成形不良を起こしやすい。一方
５０μｍを超える厚さでは形状維持の強度は向上するとしても、特に破断防止やシャープ
な形状の成形性の効果が向上するわけでなく、体積エネルギー密度を低下させるだけであ
る。
【００２１】
この耐熱性樹脂延伸フィルムは、４方向（０°、４５°、９０°及び１３５°）の引張強
さが１５０Ｎ／ｍｍ 2  以上、好ましくは２００Ｎ／ｍｍ 2  以上あり、かつ４方向の引張伸
びが８０％以上、好ましくは１００％以上あるような機械性性質を有するものを使用する
。このような耐熱性延伸フィルムを用いる時は、共重合フィルムでなくともシャープな成
形ができる。
特に４方向の引張強さが２００Ｎ／ｍｍ 2  以上、引張伸びが１００％以上の耐熱性樹脂延
伸フィルムを用いる時はよりシャープな形状が安定して成形できる。
【００２２】
これら耐熱性樹脂延伸フィルムの４方向のうちいずれかの方向の引張強度が１５０Ｎ／ｍ
ｍ 2  未満であるか、または４方向のうちいずれかの方向の伸びが８０％未満である時は、
シャープな形状の成形時に、成形品コーナー部で包材の破れ（アルミニウム箔の破断）が
生じることがある。
これらの耐熱性樹脂延伸フィルムのうち、ポリアミドフィルムはポリエステルフィルムに
比較して伸びが大きいので、より成形高さが深い形状の電池ケースをプレス成形する場合
にはポリアミドフィルムの方が有利である。
本発明においては機械的性質の方向性の少ないポリアミドフィルムまたはポリエステルフ
ィルムをウレタン系ドライラミネート接着剤でアルミニウム箔に直接ラミネートすること
で、冷間プレス成形（張出しまたは深絞り成形）で十分にシャープな成形が可能となるこ
とを見出だしたものである。
【００２３】
また電子部品ケース用包材の内層材として使用するポリエチレン、ポリプロピレン、マレ
イン酸変性ポリプロピレン、エチレン－アクリレート共重合体またはアイオノマー樹脂な
どの熱可塑性樹脂未延伸フィルム（以下これらのフィルムを「未延伸フィルム等」という
。）は、腐食性の強いリチウムイオン二次電池等の電解液等に対する耐薬品性を向上させ
ること、及び包材にヒートシール性を付与し、ケースの密封性を維持するために使用する
ものである。
【００２４】
この熱可塑性樹脂未延伸フィルム等として、ポリエチレン（高密度、中密度、低密度ポリ
エチレンまたは線状低密度ポリエチレンおよび少量のαオレフィンとの共重合体を含む：
ＰＥ）、ポリプロピレン（少量のエチレンや他の重合性モノマーとの共重合体も含む：Ｐ
Ｐ）、無水マレイン酸等による変性ポリエチレン（変性ＰＥ）、無水マレイン酸等による
変性ポリプロピレン（変性ＰＰ）あるいはエチレンとアクリル酸、アクリル酸エステルと
の共重合体（ＥＡＡ）またはアイオノマー樹脂あるいはそれらのブレンド組成物などの未
延伸フィルム等を使用する。これをアルミニウム箔にアクリル系ポリマー層を介してラミ
ネートすることが必要である。この場合電池として使用する環境条件から耐熱性の高いＰ
Ｐ、変性ＰＰが好ましい。またキャパシタとして使用する場合は、端子に対するヒートシ
ール時の流動性の点で線状低密度ポリエチレンが好ましい。
【００２５】
これらのＰＰ、変性ＰＰ、ＥＡＡ樹脂は高温におけるシール強度が高いので、電池の高温
保存試験（安全性試験）における漏れ、膨れ、破裂などの不具合を起こす可能性が少ない
ために優れている。
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高温での安全性の観点からは、ポリプロピレン（融点１４０～１７０℃）が最も優れてい
る。
一方、変性ＰＥ、変性ＰＰ、ＥＡＡあるいはアイオノマー樹脂の３種の樹脂は、ポリエチ
レン、ポリプロピレン等に比して金属（端子）に対する接着性が良好であり、このためデ
ラミネーションなどの危険は少ない。
【００２６】
したがって、高温安全性を重要視した時はＰＰを、安全性と金属への接着性のバランスを
必要とする時は変性ＰＥ，変性ＰＰ、ＥＡＡまたはアイオノマー樹脂を選択してラミネー
トすることが好ましい。これらの樹脂は共に耐薬品性（耐電解液性）、形状維持性（剛性
）を満足すると共に包材にヒートシール性を付与する。
【００２７】
これらの未延伸フィルムの厚さとしては、１０～７０μｍ、好ましくは２０～５５μｍの
厚さが必要である。１０μｍ未満の厚さでは、成形した後の厚さが薄く、ピンホールが発
生しやすくなり、電解液等に対する耐食性が低下する危険がある。一方７０μｍを超える
厚さのフィルムを使用しても耐薬品性、ヒートシール性が向上するわけでないので単に体
積エネルギーを低下するだけである。
【００２８】
本願発明者等は、上記目的を達成すべく鋭意検討した結果、アルミニウム箔層と未延伸フ
ィルム層の間にアクリル系ポリマー層を設けることで、目的を達成し、さらに、特定の構
造を有するヒンダードアミン基、シクロアルキル基およびベンゾトリアゾール（紫外線吸
収性）基から選ばれる少なくとも１種の有機基を有するポリマーが著しい効果を示すこと
を見い出し、本発明を完成するに至った。本発明は、水蒸気透過性、耐電解液透過性、成
形性、ヒートシール性などに優れた電子部品ケース用包材を提供することにある。
【００２９】
本発明においてアルミニウム箔層と未延伸フィルム層の間に設けるアクリル系ポリマー層
のポリマーは、（メタ）アクリルモノマーを５０質量％以上含む成分を重合して得られる
。（メタ）アクリルモノマーを８０質量％以上含むことがさらに好ましい。
【００３０】
重合性モノマーとしては、（メタ）アクリル酸アルキルエステルモノマー、水酸基含有重
合性モノマー、重合性不飽和カルボン酸モノマー、スルホン酸基含有重合性モノマー、酸
性リン酸エステル系重合性モノマー、エポキシ基含有重合性モノマー、窒素含有重合性モ
ノマー、ハロゲン含有重合性モノマー、芳香族系重合性モノマー、ビニルエステル、ビニ
ルエーテル、シアノ基含有重合性モノマー、ケイ素系モノマー、イソシアネート基含有モ
ノマー、多官能性モノマー、その他のモノマー等を挙げることができ、これらの群から選
ばれた少なくとも１種を使用する。
【００３１】
（メタ）アクリル酸アルキルエステルモノマーとしては、シクロヘキシル（メタ）アクリ
レート、メチルシクロヘキシル（メタ）アクリレート、ターシャリーブチルシクロヘキシ
ル（メタ）アクリレート、シクロドデシル（メタ）アクリレート等のシクロアルキル基含
有モノマー、メチルアクリレート、エチルアクリレート、ｎ－ブチルアクリレート、イソ
ブチルアクリレート、 tert－ブチルアクリレート、 sec－ブチルアクリレート、ｎ－プロ
ピルアクリレート、イソプロピルアクリレート、イソアミルアクリレート、２－エチルヘ
キシルアクリレート、イソデシルアクリレート、トリデシルアクリレート、ｎ－オクチル
アクリレート、イソオクチルアクリレート、ｎ－ラウリルアクリレート、ベンジルアクリ
レート、ジシクロペンタニルアクリレート、ｎ－ステアリルアクリレート、イソステアリ
ルアクリレート、イソボルニルアクリレート、２－（アセトアセトキシ）エチルアクリレ
ート、フェノキシエチルアクリレート、メチルメタクリレート、エチルメタクリレート、
ｎ－ブチルメタクリレート、イソブチルメタクリレート、 tert－ブチルメタクリレート、
sec－ブチルメタクリレート、ｎ－プロピルメタクリレート、イソプロピルメタクリレー
ト、イソアミルメタクリレート、２－エチルヘキシルメタクリレート、イソデシルメタク
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リレート、トリデシルメタクリレート、ｎ－オクチルメタクリレート、イソオクチルメタ
クリレート、ｎ－ラウリルメタクリレート、ベンジルメタクリレート、ジシクロペンタニ
ルメタクリレート、ｎ－ステアリルメタクリレート、イソステアリルメタクリレート、イ
ソボルニルメタクリレート、２－アセトアセトキシエチルメタクリレート（商品名ＡＡＥ
Ｍ、イーストマン）、フェノキシエチルメタクリレート等を挙げることができる。
【００３２】
水酸基を有するアクリルモノマーとしては、例えば２－ヒドロキシエチルアクリレート、
２－ヒドロキシプロピルアクリレート、３－ヒドロキシプロピルアクリレート、２－ヒド
ロキシブチルアクリレート、４－ヒドロキシブチルアクリレート（商品名４ＨＢＡ、三菱
化学）、α－ヒドロキシメチルエチルアクリレート、α－ヒドロキシメチルアクリレート
、カプロラクトン変性ヒドロキシアクリレート（商品名プラクセルＦシリーズ、ダイセル
化学工業（株）製）、２－ヒドロキシエチルメタクリレート、２－ヒドロキシプロピルメ
タクリレート、３－ヒドロキシプロピルメタクリレート、２－ヒドロキシブチルメタクリ
レート、４－ヒドロキシブチルメタクリレート、カプロラクトン変性ヒドロキシメタクリ
レート（商品名プラクセルＦシリーズ、ダイセル化学工業（株）製）等を挙げることがで
きる。
【００３３】
酸性官能基を有するモノマーとしては、アクリル酸、メタクリル酸、マレイン酸、フマル
酸、クロトン酸、イタコン酸、無水マレイン酸、カルボキシル基末端カプロラクトン変性
アクリレート、カルボキシル基末端カプロラクトン変性メタクリレート（商品名プラクセ
ルＦＭＡシリーズ、ダイセル化学工業（株）製）、スルホエチルアクリレート、スルホエ
チルメタクリレート、２－アクリロイルオキシエチルアシッドホスフェート、２－メタク
リロイルオキシエチルアシッドホスフェート、２－アクリロイルオキシプロピルアシッド
ホスフェート、２－メタクリロイルオキシプロピルアシッドホスフェート等を挙げること
ができる。
【００３４】
ビニルエステルとしては、酢酸ビニル、酪酸ビニル、カプロン酸ビニル、カプリル酸ビニ
ル、カプリン酸ビニル、ラウリン酸ビニル、ミリスチン酸ビニル、パルミチン酸ビニル、
ステアリン酸ビニル、シクロヘキサンカルボン酸ビニル、ピバリン酸ビニル、オクチル酸
ビニル、モノクロロ酢酸ビニル、アジピン酸ジビニル、メタクリル酸ビニル、クロトン酸
ビニ  ル、ソルビン酸ビニル、安息香酸ビニル、桂皮酸ビニル等を挙げることができる。
【００３５】
シラン化合物モノマーとしては、ビニルトリクロルシラン、ビニルトリス（β－メトキシ
エトキシ）シラン、ビニルトリエトキシシラン、ビニルトリメトキシシラン、γ－メタク
リロキシプロピルトリメトキシシラン、トリメチルシロキシエチルメタクリレートハロゲ
ン、トリフルオロエチルアクリレート、テトラフルオロプロピルアクリレート、オクタフ
ルオロペンチルアクリレート、ヘプタドデカフルオロデシルアクリレート、β－（パーフ
ロロオクチル）エチルアクリレート、トリフルオロエチルメタクリレート、テトラフルオ
ロプロピルメタクリレート、ヘキサフルオロプロピルメタクリレート、オクタフルオロペ
ンチルメタクリレート、ヘプタドデカフルオロデシルメタクリレート、β－（パーフロロ
オクチル）エチルメタクリレート、トリブロモフェノール３ＥＯ付加メタクリレート、ト
リブロモフェニルメタクリレート等を挙げることができる。
【００３６】
フッ素原子を含有するモノマーとしては、パーフロロオクチルエチルアクリレート、パー
フロロオクチルエチルメタクリレート等を挙げることができる。
【００３７】
窒素含有重合性モノマーとしては、４－（メタ）アクリロイルオキシ－２，２，６，６－
テトラメチルピペリジン、４－（メタ）アクリロイルオキシ－１，２，２，６，６－ペン
タメチルピペリジン、４－（メタ）アクリロイルアミノ－２，２，６，６－テトラメチル
ピペリジン、４－（メタ）アクリロイルアミノ－１，２，２，６，６－ペンタメチルピペ
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リジン、４－シアノ－４－（メタ）アクリロイルアミノ－２，２，６，６－テトラメチル
ピペリジン、４－クロトノイルオキシ－２，２，６，６－テトラメチルピペリジン、４－
クロトノイルアミノ－２，２，６，６－テトラメチルピペリジン、１－（メタ）アクリロ
イル－４－（メタ）アクリロイルアミノ－２，２，６，６－テトラメチルピペリジン、１
－（メタ）アクリロイル－４－シアノ－４－（メタ）アクリロイルアミノ－２，２，６，
６－テトラメチルピペリジン、１－クロトノイル－４－クロトノイルオキシ－２，２，６
，６－テトラメチルピペリジン、市販の反応性ＨＡＬＳとしては、アデカスタブＬＡ－８
２、アデカスタブＬＡ－８７（旭電化工業（株）製）、ＦＡ－７１１ＭＭ、ＦＡ－７１２
ＨＭ（日立化成工業（株）製）等のヒンダードアミン基含有モノマー；
【００３８】
２－［２’－ヒドロキシ－５’－（メタ）アクリロイルオキシエチルフェニル］－２Ｈ－
ベンゾトリアゾール、２－［２’－ヒドロキシ－５’－（メタ）アクリロイルオキシプロ
ピルフェニル］－２Ｈ－ベンゾトリアゾール、２－［２’－ヒドロキシ－５’－（メタ）
アクリロイルオキシヘキシルフェニル］－２Ｈ－ベンゾトリアゾール、２－［２’－ヒド
ロキシ－３’－ tert－ブチル－５’－（メタ）アクリロイルオキシエチルフェニル］－２
Ｈ－ベンゾトリアゾール、２－［２’－ヒドロキシ－３’－ tert－ブチル－５’－（メタ
）アクリロイルオキシエチルフェニル］－５－クロロ－２Ｈ－ベンゾトリアゾール、２－
［２’－ヒドロキシ－５’－ tert－ブチル－３’－（メタ）アクリロイルオキシエチルフ
ェニル］－２Ｈ－ベンゾトリアゾール、２－［２’－ヒドロキシ－５’－（メタ）アクリ
ロイルオキシエチルフェニル］－５－クロロ－２Ｈ－ベンゾトリアゾール、２－［２’－
ヒドロキシ－５’－（メタ）アクリロイルオキシエチルフェニル］－５－メトキシ－２Ｈ
－ベンゾトリアゾール、２－［２’－ヒドロキシ－５’－（メタ）アクリロイルオキシエ
チルフェニル］－５－シアノ－２Ｈ－ベンゾトリアゾール、２－［２’－ヒドロキシ－５
’－（メタ）アクリロイルオキシエチルフェニル］－５－ｔ－ブチル－２Ｈ－ベンゾトリ
アゾール、２－［２’－ヒドロキシ－５’－（β－メタクリロイルオキシエトキシ）－３
’－ tert－ブチルフェニル］－ 4-tert－ブチル－２Ｈ－ベンゾトリアゾール等のベンゾト
リアゾール基含有モノマー；
【００３９】
アクリルアミド、 t-ブチルアクリルアミド、メチレンビスアクリルアミド、メトキシメチ
ルアクリルアミド、エトキシメチルアクリルアミド、ブトキシメチルアクリルアミド、メ
チロールアクリルアミド、メタクリルアミド、メチレンビスメタクリルアミド、メチロー
ルメタクリルアミド、Ｎ－イソプロピルアクリルアミド、Ｎ－メチロールアクリルアミド
、Ｎ－メトキシメチルアクリルアミド、Ｎ－ブトキシメチルアクリルアミド、ジアセトン
アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノプロピルアクリルアミド、Ｎ－フェニルマレイ
ミド、Ｎ－シクロヘキシルマレイミド、２－イソプロペニル－２－オキサゾリン等のアク
リルアミド類；
２－メタクロイルオキシエチルイソシアネート（商品名カレンズＭＯＩ、昭和電工（株）
）、メタクロイルイソシアネート（商品名ＭＡＩ、日本ペイント（株））、ｍ－イソプロ
ペニル－α，αジメチルベンジルイソシアネート（商品名ｍ－ＴＭＩ、武田薬品工業（株
））等のイソシアネート基含有モノマー；
【００４０】
イミドアクリレート、イミドメタクリレート、ジメチルアミノエチルアクリレート、ジメ
チルアミノエチルメタクリレート、ジエチルアミノエチルアクリレート、ジエチルアミノ
エチルメタクリレート、ジメチルアミノエチルアクリレート４級化物、ジメチルアミノエ
チルメタクリレート４級化物、メタクリロイルオキシエチルトリメチルアンモニウムクロ
ライド、ジメチルアミノエチルメタクリレート硫酸塩、モルホリンＥＯ付加メタクリレー
ト、Ｎ－ビニルピリジン、Ｎ－ビニルイミダゾール、Ｎ－ビニルピロール、Ｎ－ビニルピ
ロリドン、Ｎ－ビニルオキサゾリドン、Ｎ－ビニルサクシンイミド、Ｎ－ビニルメチルカ
ルペメート、Ｎ，Ｎ－メチルビニルアセトアミド等を挙げることができる。
【００４１】
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多官能重合性モノマーとしては、エチレングリコールジアクリレート、ジエチレングリコ
ールジアクリレート、トリエチレングリコールジアクリレート、ポリエチレングリコール
＃２００ジアクリレート、ポリエチレングリコール＃４００ジアクリレート、ポリエチレ
ングリコール＃６００ジアクリレート、ポリエチレングリコール＃１０００ジアクリレー
ト、１３－ブチレングリコールジアクリレート、１４－ブタンジオールジアクリレート、
１，６－ヘキサンジオールジアクリレート、１，９－ノナンジオールジアクリレート、ネ
オペンチルグリコールジアクリレート、ポリプロピレングリコール＃４００ジアクリレー
ト、ＥＯ変性トリメチロールプロパントリアクリレート、ペンタエリスリトールトリアク
リレート、ペンタエリスリトールテトラアクリレート、ジペンタエリスリトールヘキサア
クリレート、トリスアクリロイルオキシエチルフォスフェート、エチレングリコールジメ
タクリレート、ジエチレングリコールジメタクリレート、ポリエチレングリコール＃２０
０ジメタクリレート、ポリエチレングリコール＃４００ジメタクリレート、ポリエチレン
グリコール＃６００ジメタクリレート、１４－ブタンジオールジメタクリレート、１，６
－ヘキサンジオールジメタクリレート、ネオペンチルグリコールジメタクリレート、ポリ
プロピレングリコール＃４００ジメタクリレート、グリセリンジメタクリレート、２－ヒ
ドロキシ－１３－ジメタクリロキシプロパンジアクリレート、２，２－ビス［４－（メタ
クリロキシエトキシ）フェニル］プロパンジアクリレート、２，２－ビス［４－（メタク
リロキシジエトキシ）フェニル］プロパンジアクリレート、２，２－ビス［４－（メタク
リロキシポリエトキシ）フェニル］プロパンジアクリレートＥＯ変性ビスフェノールＡジ
アクリレート、ＰＯ変性ビスフェノールＡジアクリレートトリメチロールプロパントリア
クリレート、ＰＯ変性ビスフェノールＡジアクリレートトリメチロールプロパントリメタ
クリレート、２，２－ビス［４－（メタクリロキシジエトキシ）フェニル］プロパンジメ
タクリレート等を挙げることができる。
【００４２】
ビニルエーテルとしては、ビニルメチルエーテル、ビニルエチルエーテル、ビニルイソプ
ロピルエーテル、ビニルイソブチルエーテル、ビニル－ｎ－ブチルエーテル、ビニル－ｎ
－アミルエーテル、ビニルイソアミルエーテル、ビニル－２－エチルヘキシルエーテル、
ビニル－ｎ－オクタデシルエーテル、シアノメチルビニルエーテル、２，２－ジメチルア
ミノエチルビニルエーテル、２－クロルエチルビニルエーテル、β－ジフルオロメチルビ
ニルエーテル、ベンジルビニルエーテル、フェニルビニルエーテル、ジビニルエーテル、
ジビニルアセタール等を挙げることができる。。
【００４３】
エポキシ基含有重合性モノマーとしては、グリシジルアクリレート、α－メチルグリシジ
ルアクリレート、３，４－エポキシシクロヘキシルメチルアクリレート（商品名ＣＹＣＬ
ＯＭＥＲ　Ａ２００、ダイセル化学工業（株）製）、グリシジルメタクリレート、α－メ
チルグリシジルメタクリレート（商品名Ｍ－ＧＭＡ、ダイセル化学工業（株）製）、３，
４－エポキシシクロヘキシルメチルメタクリレート（商品名ＣＹＣＬＯＭＥＲ　Ｍ１００
、ダイセル化学工業（株）製）を挙げることができる。
その他のモノマーとしては、スチレン、α－メチルスチレン、ビニルトルエン、酢酸ビニ
ル、塩化ビニル、塩化ビニリデン、マクロマーであるＡＳ－６、ＡＮ－６、ＡＡ－６等の
化合物（東亞合成化学工業（株）製）等を挙げることができる。
【００４４】
ポリマーにヒンダードアミン基を導入するには、前記ヒンダードアミン基含有モノマーを
共重合する。このヒンダードアミン基含有モノマーの１種または２種以上を重合に際して
使用する。
ポリマーにシクロアルキル基を導入するには、前記シクロアルキル基含有モノマーの１種
以上を共重合する。
ポリマーにベンゾトリアゾール基を導入するには、前記ベンゾトリアゾール基含有モノマ
ーを共重合する。このベンゾトリアゾール基含有モノマーの１種または２種以上を使用す
ることができる。

10

20

30

40

50

(10) JP 3845273 B2 2006.11.15



【００４５】
上記ヒンダードアミン基含有モノマーを共重合したアクリル系ポリマー層は、アルミニウ
ム箔および未延伸フィルムとの接着性を強化する性能を与える。
上記のシクロアルキル基含有モノマーを共重合するときはアクリル系ポリマー層に耐水蒸
気透過性および耐水性を付与する。
また、上記のベンゾトリアゾール基含有モノマーを共重合するときはアクリル系ポリマー
層に耐水蒸気透過性および耐水性を付与する。
尚、これらのモノマーの含有量については、特に規定するものではないが、各モノマー成
分の含有比率は、ヒンダードアミン基含有モノマーの含有量が０．１～１０．０重量％、
シクロアルキル基含有モノマーの含有量が５．０～９７．８重量％、ベンゾトリアゾール
基含有モノマーの含有量が０．１～５０．０重量％、その他の重合性モノマーの含有量が
２．０～９４．８重量％の範囲内において、ポリマー１００重量％を構成することが好ま
しい。
【００４６】
なお本発明のアクリル系ポリマー層のポリマーにあっては、本発明の電池用包装材として
の良好な物性のためには、シクロアルキル基を持つモノマーを少なくとも成分として含有
するモノマー成分を用いて重合して得られたシクロアルキル基を有するアクリル系ポリマ
ーであることが好ましい。
さらに好ましくは、シクロアルキル基を持つモノマーとヒンダードアミン基をもつモノマ
ーおよび／またはベンゾトリアゾール基を持つモノマーとを成分として含有するモノマー
成分を用いて重合して得られた、シクロアルキル基とヒンダードアミン基および／または
ベンゾトリアゾール基を有するアクリル系ポリマーであることが好ましい。
【００４７】
上記の配合割合のモノマー混合物を従来公知の重合法により重合することによりポリマー
を製造することができる。中でも溶液重合法によるときは塗布する際に新たに溶剤にポリ
マーの溶解作業をすることが不要となり、界面活性剤などの余分の成分を含まないポリマ
ー溶液として得られるので好ましい。
有機溶剤の具体例としては、例えば以下のものが挙げられ、これらの１種または２種以上
を使用しても良い。
【００４８】
芳香族炭化水素系溶剤として、トルエン、キシレン、ソルベッソ１０００（丸善石油化学
（株））、ソルベッソ１５００（丸善石油化学（株））、ミネラルスピリットエステル系
溶剤、酢酸エチル、酢酸ｎ－プロピル、酢酸ｎ－ブチル、酢酸イソブチル、酢酸ｎ－アミ
ル、エチレングリコールエチルエーテルアセテート（セロソルブアセテート）、プロピレ
ングリコールモノメチルエーテルアセテート（クラレ、アーコソルブＰＭＡ）が挙げられ
る。
ケトン系溶剤としては、アセトン、メチルエチルケトン、メチルイソブチルケトン、シク
ロヘキサノンが挙げられる。
【００４９】
また、アルコール系溶剤としてメタノール、エタノール、ｎ－プロピルアルコール、イソ
プロピルアルコール、ｎ－ブチルアルコール、シクロヘキサノール、エチレングリコール
、プロピレングリコール、プロピレングリコールモノメチルエーテル、（クラレ、商品名
ＰＧＭ）、プロピレングリコールモノエチルエーテル（クラレ、商品名ＰＥ）、プロピレ
ングリコールターシャリーブチルエーテル（クラレ、商品名ＰＴＢ）、３－メチル－３－
メトキシブタノール（クラレ、商品名ソルフィット）、ジプロピレングリコールモノメチ
ルエーテル（クラレ、商品名Ｄ－ＰＧＭ）が挙げられる。
【００５０】
エーテル系溶剤としては、エチレングリコールモノメチルエーテル（メチルセロソルブ）
、エチレングリコールモノエチルエーテル（エチルセロソルブ）、エチレングリコールモ
ノブチルエーテル（ブチルセロソルブ）、ジエチレングリコールモノエチルエーテル（エ
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チルカルビトール）、ジエチレングリコールモノブチルエーテル（ブチルカルビトール）
が挙げられる。
その他の溶剤としてテトラヒドロフラン、Ｎ，Ｎ－ジメチルフォルムアミド、ジメチルア
セトアミド、ジオキサン、クロロホルム等が使用できる。
【００５１】
この場合に使用できる重合開始剤としては、２，２’－アゾビス－（２－メチルブチロニ
トリル）、ｔ－ブチルパーオキシ－２－エチルヘキサノエート等が挙げられる。これらの
重合開始剤は、重合性単量体の総重量に対して０．０５～２０重量％、好ましくは０．１
～１０重量％の範囲で使用される。
アゾ系開始剤としては、２，２’－アゾビス－（２－メチルブチロニトリル）（商品名Ａ
ＢＮ－Ｅ、日本ヒドラジン工業（株））、２，２’－アゾビスイソブチロニトリル（商品
名ＡＩＢＮ、日本ヒドラジン工業（株））、２，２’－アゾビス（２，４－ジメチルバレ
ロニトリル）（商品名ＡＢＮ－Ｖ、日本ヒドラジン工業（株））が挙げられる。
パーオキサイド系開始剤としては、ベンゾイルパーオキサイド（商品名ナイパーＢＷ、日
本油脂（株））、１，１－ビス（ｔ－ブチルパーオキシ）－３，３，５－トリメチルシク
ロヘキサン（商品名パーヘキサ３Ｍ、日本油脂（株））、ｔ－ブチルパーオキシ－２－エ
チルヘキサノエート（商品名パーブチルＯ、日本油脂（株））が挙げられる。
これらの重合開始剤は重合性単量体の総重量に対して０．０５～２０重量％、好ましくは
０．１～１０重量％の範囲で使用される。重合反応温度は常温～ほぼ２００℃、好ましく
は４０～１４０℃程度である。
【００５２】
連鎖移動剤としては、ｎ－ドデシルメルカプタン、 tert－ドデシルメルカプタン、ｎ－ブ
チルメルカプタン、γ－メルカプトプロピルトリメトキシシラン等が挙げられる。
これらは単独で用いてもよく、２種以上用いてもよい。その使用量は単量体全量に対して
０．１～１０重量％であるのが好ましい。
【００５３】
連鎖移動剤の具体例として、アルキルメルカプタン類としては、ｎ－ブチルメルカプタン
、ｎ－ヘキシルメルカプタン、ｎ－オクチルメルカプタン、ｎ－ドデシルメルカプタン、
ｔ－ドデシルメルカプタン、セチルメルカプタン、ステアリルメルカプタン、その他のメ
ルカプタン類としては、チオグリコール酸、チオグリセロール、エチレンチオグリコール
、チオグリコール酸２－エチルヘキシル、２－メルカプトエタノール、メルカプトグリセ
リン、メルカプトコハク酸、メルカプトプロピオン酸、その他、ジスルフィド、Ｄｉｍｅ
ｔｈｙｌｘａｎｔｈｏｇｅｎ　ｄｉｓｕｌｆｉｄｅ、第２級アルコール、イソプロピルア
ルコール、ジオキサン、テトラヒドロフラン、イソプロピルベンゾール、α－メチルスチ
レンダイマー、２，４－ジフェニル－４－メチル－１－ペンテン、またハロゲン化合物と
して、四塩化炭素、クロロホルム、トリクロロブロモエタン、ブロモホルム等が挙げられ
る。
【００５４】
上記アクリル系ポリマー層をアルミニウム箔層と未延伸フィルム層の間にもうけることで
目的とする性能が得られるが、さらにイソシアネート基と反応させ架橋させることにより
該ポリマー層に対して耐電解液性、耐熱性を付与する効果がある。
【００５５】
この場合は、イソシアネート基と反応させるためにポリマーの原料として水酸基含有重合
性モノマーは必須の成分であり、モノマー成分中には少なくとも２．０～３５重量％、好
ましくは３．５～２３重量％を配合して共重合体とする。２．０重量％未満の時は、得ら
れるポリマー中の水酸基含有量が少なくなり、ポリイソシアネートとの反応性が低下して
架橋密度が低くなり、目的とする接着性能が得られない。一方３５重量％を超える多量で
は、ポリイソシアネートを配合した後の保存安定性が悪くなる。
すなわち、本発明のアクリル系ポリマー層におけるポリマーが、アクリルポリオールであ
れば、上記のようにイソシアネート基と架橋させることができ、好ましい実施形態である
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。具体的には、本発明のアクリルポリオールとしては、水酸基含有重合性モノマーから選
択される少なくとも１種を使用する。
【００５６】
上記処理に使用するイソシアネート基を有する化合物としては、分子中に２個以上のイソ
シアネート基を有するポリイソシアネートであれば特に制限はない。例えば、トリメチレ
ンジイソシアネート、１，６－ヘキサメチレンジイソシアネート、トリレンジイソシアネ
ート、キシリレンジイソシアネート、ジフェニルメタンジイソシアネート、イソホロンジ
イソシアネートおよびこれらジイソシアネートの誘導体であるトリメチロールプロパンア
ダクト体、ビウレット体、イソシアヌレート体 Dおのアダクトポリイソシアネート化合物
、さらにこれらのイソシアネート化合物のイソシアネート基を、ε－カプロラクタム、フ
ェノール、クレゾール、オキシム、アルコール等の化合物でブロックしたブロックイソシ
アネート化合物等を挙げることができ、１種または２種以上の混合物として使用できる。
【００５７】
この場合ポリマー中の水酸基１当量に対して、ポリイソシアネート化合物のイソシアネー
ト基として、０．５～２．０当量、好ましくは０．８～１．５当量を配合し架橋して用い
る。
この水酸基とイソシアネート基のウレタン化反応を促進するため、公知の触媒、例えばジ
ラウリル酸ジ－ｎ－ブチル錫等の有機錫化合物あるいは第三級アミン等を用いることが好
ましい。なお得られたポリマーをアルミニウム箔に塗布するに際し、有機溶剤、充填材、
レベリング剤、可塑剤、安定剤、染料、顔料など各種塗料用添加剤を適宜配合することも
できる。
【００５８】
本発明の電子部品ケース用包材のアルミニウム箔及びフィルム等の積層構成は、耐熱性樹
脂延伸フィルムがアルミニウム箔の両側にあっても構わないが、少なくとも包材の外層（
アルミニウム箔の未延伸フィルム層の反対側）に直接接着剤により積層することがアルミ
ニウム箔のネッキングによる破断の機会を少なくするために必要である。
アクリル系ポリマー層はアルミニウム箔と熱可塑性樹脂未延伸フィルム層の間に溶液とし
て塗布コートするあるいはメルトコートするあるいは該樹脂のフィルムをドライラミネー
トするなどにより設ける。
【００５９】
熱可塑性樹脂未延伸フィルムはアクリル系ポリマー層を介して包材の最内層（電池ケース
とした時にケースの内側になる）に設けられ、電子部品ケース用包材にヒートシール性を
付与すると共に、ケースの耐薬品性を確保するために積層されていなければならない。
これらの積層において、ポリアミドフィルムなどの耐熱性樹脂延伸フィルムをラミネート
する場合には、ドライラミネート接着剤、好ましくはウレタン系ドライラミネート接着剤
を使用して積層することが必要である。アルミニウム箔にポリエチレン、ポリプロピレン
、エチレン－アクリレート共重合体（ＥＡＡ）、アイオノマー樹脂等の熱可塑性樹脂未延
伸フィルムをラミネートする時は、アクリル系ポリマー層を用いてラミネートする。
【００６０】
本発明の電子部品ケース用包材は、電池やキャパシタのサイズにもよるが、通常は耐熱性
樹脂延伸フィルム、アルミニウム箔、アクリル系ポリオールからなるポリマー層及び熱可
塑性樹脂未延伸フィルム等を組み合わせて（ドライラミネートも含めて）、その包材総厚
を１５０μｍ以下に抑えて十分目的を達成できるので、性能的にそれ以上の厚さは避ける
ことが好ましい。包材総厚を必要以上に厚くすることは容積エネルギー密度を低下させる
。
【００６１】
本発明の電子部品ケース用包材を使用する時は、冷間の深絞り成形あるいは張り出し成形
により生産性良く効率的に電子部品ケースを成形すること事ができ、かつヒートシールに
より封止もできるため、従来封止のために必要としていた封止用の余分な面積、体積を必
要とせずに薄い材料を用いてシャープな形状の電子部品ケースの成形が可能となった。こ

10

20

30

40

50

(13) JP 3845273 B2 2006.11.15



のため、体積エネルギー密度、重量エネルギー密度の高い電池やキャパシタを作成するこ
とができた。
電池ケースの製造方法としては特に限定する必要はなく、通常工程により成形することが
できる。冷間（常温）成形が可能であるため、加熱しないので成形時における加熱による
延伸フィルムの配向性を損なったり、延伸フィルムの熱収縮に基づくアルミニウム箔と耐
熱性樹脂延伸フィルムがデラミする危険がないため、シャープで強度の高い電池ケースが
成形できる。なお必要な成形高さが高い時には多段成形法を使用して成形する。
【００６２】
更に本発明の電子部品ケース用包材は機械的性質の方向性が少ないため、張り出し成形あ
るいは深絞り成形の成形高さが低い（５ｍｍ以下）場合には無潤滑で成形できる特徴があ
る。
なおこの電子部品ケース用包材は、ヒートシール性、耐薬品性、成形性などに優れている
ので、電池ケース用のみならず医薬品、化粧品、写真用薬品その他腐食性の強い内容物あ
るいは有機溶剤を含む内容物のための容器用材料としても利用可能な包材である。
【００６３】
【実施例】
実施例、比較例により、本発明をさらに詳細に説明するが、本発明はこれらにより何ら限
定されるものではない。なお実施例および比較例に記載の「部」は「重量部」を示し、「
％」は「重量％」を示す。
【００６４】
［内面接着剤］（アクリル系ポリマー）
（実施例１）
　温度計、窒素ガス導入官、滴下ロート、冷却器及び攪拌機を取り付けた四つ口フラスコ
に、溶媒として酢酸エチル５５部を仕込み、８０℃に昇温した。一方、ヒンダードアミン
基含有重合性単量体として、４－メタクリロイルオキシ－２，２，６，６－テトラメチル
ピペリジン３部、シクロアルキル基含有重合性単量体として

,２－［２’－ヒドロキシ－５’－
（メタクリロイルオキシエチル）フェニル）］－２Ｈ－ベンゾトリアゾール（以下「ベン
ゾトリアゾール（Ａ）」と略記する。）１部、ヒドロキシエチルメタクリレート５部、そ
の他の重合性単量体として ,ブチルメタクリレート３０部、メタクリル酸０．５部、ブチ
ルアクリレート 、及び重合開始剤として２，２’－アゾビスイソブチロニトリル
（以下「開始剤」と略記す。）０．５部を混合した混合液を滴下ロートに入れ、窒素ガス
気流下で攪拌しながら８０℃で２時間かけて滴下し、さらに８０℃に保持したまま４時間
攪拌して共重合させた。
【００６５】
次いでこの共重合体溶液に架橋剤としての多官能イソシアネート（スミジュールＮ－３２
００；住友バイエルウレタン株式会社製）を、該共重合体の水酸基に対するイソシアネー
ト基の当量比が１：１となる量だけ採取して配合し、さらに酢酸エチルを添加して希釈し
粘度を調整した。
得られた混合液を、アルミニウム箔に塗布し、１００℃×２０秒強制乾燥したのち、ＣＰ
Ｐあるいはアイオノマーフィルムと貼り合わせて試験片とした。
表１に示す配合比で、実施例１と同様にしてアクリル系ポリマーを合成し、次いで多官能
イソシアネートを配合し試験片とした。
【００６６】
（実施例１～６、比較例１）
（電子部品ケース用包材）
下記に示す耐熱性樹脂延伸フィルム、熱可塑性樹脂未延伸フィルム等及びアルミニウム－
鉄系合金のアルミニウム箔（ＡＡ規格　８０７９、Ｏ材）を用い、外面用接着剤としてウ
レタン系ドライラミネート接着剤［東洋モートン株式会社製：ＡＤ５０２／ＣＡＴ１０］
を、内面用接着剤としてアクリル系ポリマーからなる接着剤を用いた。
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ト４０部、ベンゾトリアゾール基含有モノマーとして
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【００６７】
なお下記のような略号を使用する。
１．４方向とは、引張方向が任意の１方向に対し０°、４５°、９０°、１３５°の方向
を意味する。
２．Ａｌ　：アルミニウム箔
【００６８】
３．ＯＮ▲１▼：ポリアミドフィルム
［引張強さ：４方向＝２５０Ｎ／ｍｍ 2  、２６５Ｎ／ｍｍ 2  、２５０Ｎ／ｍｍ 2  、２４５
Ｎ／ｍｍ 2  ）］、
［引張伸び：４方向（１６２％、１４０％、１５３％、１５５％ )]
４．ＯＮ▲２▼：ポリアミドフィルム
［引張強さ：４方向＝１８８Ｎ／ｍｍ 2  、２３５Ｎ／ｍｍ 2  、２１５Ｎ／ｍｍ 2  、１９５
Ｎ／ｍｍ 2  ）］、
［引張伸び：４方向（１２１％、８６％、９９％、８９％）］
５．ＯＮ▲３▼：ポリアミドフィルム
［引張強さ：４方向＝１６８Ｎ／ｍｍ 2  、１３５Ｎ／ｍｍ 2  、１５１Ｎ／ｍｍ 2  、１４４
Ｎ／ｍｍ 2  ）］、
［引張伸び：４方向（１１２％、６６％、８９％、６７％）］
【００６９】
６． PET ▲１▼：ポリエステルフィルム
［引張強さ：４方向＝２２０Ｎ／ｍｍ 2  、２４５Ｎ／ｍｍ 2  、２６５Ｎ／ｍｍ 2  、２２１
Ｎ／ｍｍ 2  ）］、
［引張伸び：４方向（１２２％、９０％、１０５％、９８％）］
７．ＬＬＤＰＥ：線状低密度ポリエチレンフィルム
【００７０】
８．ＣＰＰ：未延伸ポリプロピレンフィルム
９ . ＩＯ　：アイオノマー樹脂フィルム
10. ドライ：外面用接着剤（ウレタン系接着剤）
アルミニウム箔と未延伸フィルム層の間に設けるアクリル系ポリマー層のモノマーの構成
を表１に示す。
【００７１】
【表１】
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【００７２】
（ラミネート材の構成）
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実施例１：ＯＮ▲１▼ 2 5／ドライ／Ａｌ 4 0／接着剤１／ＣＰＰ 3 0（包材総厚：１００μｍ
）
実施例２：ＯＮ▲２▼ 2 5／ドライ／Ａｌ 4 0／接着剤２／ＩＯ 5 0（包材総厚：１２０μｍ）
実施例３：ＯＮ▲２▼ 2 5／ドライ／Ａｌ 4 0／接着剤３／ＣＰＰ 3 0（包材総厚：１００μｍ
）
実施例４：ＰＥＴ▲１▼ 1 6／ドライ／Ａｌ 4 0／接着剤４／ＣＰＰ 3 0（包材総厚：９１μｍ
）
実施例５：ＯＮ▲２▼ 2 5／ドライ／Ａｌ 4 0／接着剤５／ＣＰＰ 3 0（包材総厚：１００μｍ
）
実施例６：ＰＥＴ▲１▼ 1 6／ドライ／Ａｌ 4 0／接着剤６／ＣＰＰ 3 0（包材総厚：９１μｍ
）
実施例７：ＯＮ▲１▼ 2 5／ドライ／Ａｌ 4 0／接着剤１／ＬＬＤＰＥ 3 0（包材総厚：１００
μｍ）
【００７３】
比較例１：ＯＮ▲３▼ 2 5／ドライ／Ａｌ 4 0／接着剤７／ＣＰＰ 3 0（包材総厚：１００μｍ
）
【００７４】
（成形性の評価方法）
上記の電子部品ケース用包材を１１０ｍｍ×１８０ｍｍのブランク形状にして、成形高さ
フリーのストレート金型にて張出し１段成形を行い、各包材の成形高さにより成形性を比
較した。
使用した金型のポンチ形状は、長辺６０ｍｍ、短辺４５ｍｍ、コーナーＲ＝１～２ｍｍ、
ポンチ肩Ｒ＝１ｍｍ、ダイス肩Ｒ＝０．５ｍｍのものを用いた。結果を表１に示す。
【００７５】
（シール性評価方法）
前記の方法で成形した角型容器に、電解液（ジメチルカーボネート＋エチルカーボネート
（ＤＭＣ：ＥＣ＝１：１）＋リチウム塩）を注入し、ヒートシール後に容器を倒置し、６
０℃で１月間保存し、シール漏れの有無を確認した。結果を表２に示す。
（水蒸気透過性評価方法）
前記の方法で成形した角形容器に電池を充填し、シールした後６０°×９０％ＲＨの環境
に７日間保存し、電解液中の水分量をカールフィッシャー法にて測定した。結果を表２に
示す。
（耐電解液性評価方法）
電解液（ジメチルカーボネート：エチルカーボネート＝１：１＋Ｌｉ塩）に常温で７日浸
漬後のラミネート強度を測定した。
【００７６】
【表２】
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【００７７】
ただし評価の基準は表３に示す。
【表３】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００７８】
【発明の効果】
本発明は、張り出し成形、深絞り成形などの加工性が優れていてシャープな形状の成形が
可能であり、強度的にも高い性能を有し、アルミニウム箔と樹脂層との接着性も高く、耐
水蒸気透過性、耐電解液透過性、成形性、ヒートシール性に優れ、腐食性の電解液などに
も侵されることのない電子部品ケース用包材を開発すべく鋭意検討した結果、アルミニウ
ム箔層と未延伸フィルム層の間にアクリル系ポリマー層を設けることで、目的を達成し、
さらに、特定の構造を有するヒンダードアミン基、シクロアルキル基およびベンゾトリア
ゾール基から選ばれる少なくとも１種の有機基を有するポリマーが著しい効果を示すこと
を見い出し、本発明を完成するに至った。
特に耐熱性樹脂延伸フィルムを外層に、アルミニウム箔と熱可塑性樹脂未延伸フィルム層
との間にアクリル系ポリマー層を設けたことにより、プレス加工時においてアルミニウム
箔のネッキング破断を効果的に防止すると共に、耐水蒸気透過性、耐電解液透過性、成形
性、ヒートシール性、機械的強度、高温保存性、耐薬品性の高い電池ケースが容易に製造
できる。
この電子部品ケース用包材を用いた電子部品ケースは、体積エネルギー密度、重量エネル
ギー密度が共に高く極めて効率の良い二次蓄電池用ケース、電気二重層コンデンサなどの
キャパシタケースなどとして使用することができる。
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